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 久しぶりにこの記者クラブにやってまいりました。

前回は党首討論会でお邪魔をさせていただいたので

すが、もうはるか昔のことのように感じております。 

 きのう、イラクから帰国をいたしました。サウジ

アラビアとイラクの２カ国を訪問したわけでありま

す。サウジアラビアについては、一昨年総理として

訪問した際に、今までの石油エネルギーに偏した関

係から、もっと重層的な関係にしていくことによっ

て、両国の関係をより強固にしていくという目的で、

多くの石油エネルギー関係以外の財界人も同行して

訪問いたしました。 

 今後、日本とサウジアラビアとの関係をより重層

的にしていくうえにおいても、人材の育成、あるい

はまた中小企業政策についての協力もしていこうと

いうことであったわけでありますが、そのフォロー

アップを兼ねて訪問したわけであります。 

 

イラク・日本｢パートナーシップ構築宣言｣ 

 イラクについてでありますけれども、昨年、航空

自衛隊が空輸任務を終えました。その前にはサマワ

での陸上自衛隊の任務を終えたわけでありますが、

イラクとの新しい関係をスタートさせなければなら

ない。今までのこうした陸自、空自による支援、復

興支援中心であった関係から、いよいよイラクが自

立をしていき、また米軍の撤退が視野に入る中で、

日本とイラクの関係をどう位置づけるかという中に

おいて、無償資金協力を中心とした復興支援から、

さらに今後は有償資金、円借款によるインフラの整

備、そしてまた経済、ビジネス関係の強化、中でも

エネルギー分野の関係を強めていくということに協

力をしていく関係にしていくべきであり、そのため

のお互いの合意をつくろうというので、「パートナー

シップ構築宣言」というのを当地で行い、その署名

式に立ち会ったわけであります。 

 イラク側からは、今までの日本の支援に対して感

謝の言葉がございました。陸上自衛隊、航空自衛隊

の協力、またさまざまな日本の支援、こうした支援、

成果があったからこそ、このパートナーシップ宣言、

つまり、今後、エネルギー分野において日本の技術

協力を得ながら、お互いに産油国、消費国としての

関係を構築していくという、この宣言式に至ったの

ではないかと思います。 

 治安も大変向上した感じがございました。以前、

飛行場から大使館までは、途中の道が大変危険であ

り、要人が行く場合には、大体ヘリコプターで行っ

ていたというわけであります。もちろんまだ相当の

警護が必要でありますが、陸路で行くことも可能に

なってきている。 

 ３月には官民の合同経済ミッションが訪問するわ

けでありまして、この官民合同経済ミッションに対

して、イラク側が十分に対応してくれるようにお願

いをしたところ、イラク側からもこの合同ミッショ

ンのイラク訪問を歓迎するという旨のご発言がござ

いました。 

 現下の経済状況は大変厳しいわけでありますけれ

ども、日本がこの不況から最初に立ち上がり、世界

をリードしていくうえにおいては、ありとあらゆる

手段を打たなければならないと思います。いま企業

が投資をできない状況であり、また消費者も消費で

きないという状況であれば、これは当然国がお金を

使うしかないというのが、経済の教科書にも書いて

あることであります。 

 いま、政府がやっているこの政策は正しい政策だ

ろうと思います。第１次補正、第２次補正合わせて

７兆円。そして、本予算も近年の予算の平均から約

１割増しの大型の予算であり、合わせて７５兆円で

あります。 

 また、中小企業対策についていえば、１２兆円の

対策を行っていて、これは欧米の平均値、ＧＤＰ対

比であれば、欧米は大体１％か１．５％、日本は２％

以上と、最も高い比率といってもいいと思います。

しかし、いまの経済状況が、私たちが予想した以上

に深刻度を増している中において、補正を執行して

いく、あるいはまた本予算を組む中において、まだ

まだ十分ではないという認識に至れば、私は直ちに

２１年度の補正予算を組むという構えが必要だろう

と思います。その際には、１０兆円以上ぐらいの真

水の予算を組まなければならないと思います。 

 かつての大東亜戦争の際には、戦費調達として戦

時臨時特別会計というものをつくって、それは日本

銀行に全部負わせたわけでありますが、今回、原資

をどうするか、日銀にお願いをするのか、あるいは

また国債で特別な国債、金利ゼロの国債という議論

もありますね。そのかわり相続税については免除す

るという、この際ですから、特別なことも考えなけ

ればならない、私はこう思います。 

 こういうとき、さらに難しいという状況になれば、

やっぱりそこまで政府は考えているのかというふう

に国民の皆さんが思うような、相当思い切ったこと

をやる必要があるのだろうなと、私はこのように思

っています。いま、塩崎恭久議員たちが提案してい

ることも傾聴に値するのではないだろうかなと思い
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ます。 

 

小泉改革は間違っていない 

 一方、こういう状況の中において、小泉構造改革

が間違っていたのではないかという議論があります

が、私はその議論は違っていると思いますね。いま

の状況について、かつてのイギリスを例に挙げて、

「揺りかごから墓場まで」という社会保障政策を構

築して、何でも国有化していったイギリスの経済が、

大きな壁にぶつかって全く機能しなくなってしまっ

てイギリス病に陥ってしまった、というのです。 

 また一方、米国は、ジョンソン大統領の始めた「グ

レートソサエティー」という政策、これは非常に社

会民主主義的な、福祉に重点を置いた政策であった

わけであります。また、国が経済に関与していくと

いう政策だったわけでありますが、これが壁にぶつ

かって、サッチャー、レーガン改革に移行していく

わけでありますけれども、いま、その逆のことが起

こるのではないかという議論をする人がいるわけで

ありますが、この議論は、構造改革が間違っていた

というのと同じように、やはり間違っているのだろ

うと思います。 

 しかし、だからといって今までのままでいいかと

いえば、それはそうではなくて、基本的にはやはり

改革の方向は変えてはならないのだろうなと思いま

す。もちろんハイエク、フリードマン流の市場万能

主義的な考え方をとっていくということではないわ

けでありまして、小泉改革におきましても、日本流

のやり方があるだろうという中において、その修正

というのはもちろんあるのだろうと思いますが、何

と言っても日本では人口が減少して、少子高齢化が

進んでいく中においては、構造改革をしなければ日

本はそもそも立ち行かないし、グローバル経済の中

で、日本の企業は勝ち抜いていくことができない。 

 

日本流の自由主義経済 

 よって、日本国内において雇用も確保できないし、

当然社会保障の原資である財源を確保することもで

きないわけでありますから、大切なことは、やはり

ある程度政府の関与度については試行錯誤があって、

これは振れるわけでありますが、振れながらも徐々

にその国に合った方向に収斂されていくのではない

だろうかと、このように思うわけであります。基本

的には、日本は自由主義経済という考えを重視して

進んでいくわけでありますが、そこにはやはり日本

流の、日本のエッセンスを取り入れた進め方がある

のだろうと思います。 

 企業で働く人間を大切にしながら、雇用に重点を

置きながら、ということになっていくべきだろうな、

お互いの絆を大切にしながら、地域の包容力を確保

しながら、ということではないだろうか、こう思う

わけでありまして、いま、一気に小泉改革以前に戻

そうという動きに対しては、ある意味ではしっかり

とこれは阻止していかなければいけないと、このよ

うに思うわけでございます。 

 そういう意味においては、麻生政権のとっている

道は、大体、私が申しあげたような方向に進んでい

るのだろうと思うわけでございます。 

 

アメリカの「スマートパワー」外交 

 外交について申しあげますと、米国でオバマ政権

が誕生したわけでありまして、ヒラリー・クリント

ン国務長官が誕生しました。彼女は「スマートパワ

ー」ということをいっています。このスマートパワ

ーというのは、かつてアーミテージ・ナイ・レポー

トの中にあったソフトパワーの延長線上にあるのだ

ろうと思います。ソフトパワー、ハードパワーとい

うのは、軍事力をコアとするハードパワーと、軍事

力以外の国のイメージであり、文化であり、さまざ

まな経済的な力であり、その国に対する信頼度であ

りと、そういうものを活用したソフトパワーという

ことでありますけれども、このスマートパワーとい

うのは、より効率的に米国の国力を生かした力とい

うように考えてもいいのだろうと思います。これは

いわば軍事力も包含した一つのコンセプトではない

だろうかと思うわけであります。 

 オバマ大統領もクリントン国務長官も、国際協調

を大切にしていくということをいっています。この

国際協調を大切にしていくというのは、アメリカ単

独主義的な行動パターンから国際協調をより重視す

るパターン。これはいってみれば、ブッシュのお父

さんの４１代の大統領のときは、湾岸戦争において

も、国際的ないわば協力関係を重要視したわけであ

って、また、キッシンジャー流のバランス・オブ・

パワーを重視するということにもなるのだろうと思

うわけであります。 

 しかし、国際協調を大切にするというのは、米国

が国際社会のいうことを聞くというふうに単純に理

解するのは早計なのだろうと私は思いますね。米国

が物事をやり遂げようとするときに、米国一国では

できない、という認識を持って、その中で国際社会

を説得し、国際社会に協力させるというアプローチ
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であろうと思います。いってみれば、物事をなし遂

げようとするときには、各国の協力をむしろ強く要

請してくるという覚悟を我々も持たなければならな

いのだろうと思います。 

 米国は、イラクから撤退を行い、そして、他方、

アフガンでの戦力は増強していくということになり

ます。イラクはすでにかなり落ち着いた状況になっ

てきていて、私が参りましたときには、地方選挙を

行っていました。日本からも選挙監視団を出すわけ

でありますけれども、この地方選挙をなし遂げて、

ことしの末から来年初めにかけて行われる国政選挙

が無事に行われたとすると、中東で初めて完全に民

主的な国が誕生するということになるわけでありま

す。いままでも民主化プロセスは経てきているわけ

でありますが、今度はいよいよスンニ派及びシーア

派の一部反米的な人たちも参加する、かなりたくさ

んの国民が参加するいわば選挙が行われるわけであ

ります。これが達成されれば、中東に民主主義的な

国が誕生するという意味においては、ネオコンとい

われる人たちがいっていたことは、そもそも不可能

であったではないかといわれていたのですけれども、

とりあえずはそれが達成されて、２０～３０年とい

う長いスパンにおいて、ここは成功していくことに

よって、それはほかの国にも影響を与えていくこと

になる、こう私は思うわけであります。 

 しかしもちろん、それによって米国は相当イメー

ジを悪化させた、指導力が損なわれたのは事実であ

って、その意味においては、ネオコンといわれる人

たちの思惑どおりにはならなかった。 

 

アフガニスタンでの対テロ活動 

 他方、これからアフガニスタンに主力が移ってい

くわけでありますが、アフガニスタンの状況という

のは、より困難な状況であります。つまり、困難な

イラクから困難なアフガニスタンに移るのではなく

て、非常に状況がよくなってきたイラクから、今度

は困難なアフガニスタンにシフトしていくというこ

とになるわけでありまして、米国にとっては新たな

課題を抱えることになる。 

 そして、増強するに当たって、米国・イギリスだ

けではとてもできないわけでありますし、そもそも

米国・イギリスだけでやろうというのは念頭にはな

い。そこで国際協調の中で、対テロとの戦いという

大義名分の中で、ＮＡＴＯということになっていく

のですけれども、ＮＡＴＯにとってもそれは新たな

課題を突きつけられることになるのですが、日本に

とってもこれは同じであろうと思います。現在やっ

ている、インド洋における給油活動だけではなかな

か米国は了解しないということになるかもしれない

ということは、予測をしておいたほうがいいのだろ

う。しかし、そこは当然日本の国益のうえで判断す

べきであろうと私は思います。 

 インド洋で我々が行っている活動以外に、日本は

相当な活動を行っています。日本は、これまでに相

当な資金を出してきていますね。すでに２０億ドル

宣言しているのですかね。ですから、対テロとの戦

いにおいては、我々は胸を張っていいのだろうと思

います。 

 いずれにせよ、アメリカに、若い、情熱と理想を

持った大統領が登場したわけであります。米国は、

建国の基本的な理念はもちろん不変でありますが、

そのうえにおいて、常に変化していく国であります。

オバマが進めようとする変化がいい方向に進んでい

くことを期待したいと思いますが、その中で、日米

同盟関係の重要性については、全く変わりはないわ

けであって、オバマ政権自体もこの同盟関係の重要

性に対する認識は変わらないだろうと思います。 

 ヒラリー・クリントン国務長官のもとに集まって

いるスタッフをみても、日本に対する理解がある人

たちがいるわけでありますから、そこはそれほど心

配する必要はないだろうと思います。 

 また、国際協力という観点からいえば、安全保障

面ではなくて、いま、我々は経済問題に直面してい

ます。これは当然グローバルな問題でありますから、

日米韓、あるいは日中韓、また日米中でこの経済危

機に対応していく必要があるだろうなと思います。 

 

日米中のマルチラテラル会議 

 また、日中についていえば、安倍内閣時代に戦略

的互恵関係を進めていくということを両国で確認を

したわけでありますが、戦略的互恵、つまりこの危

機を協力して乗り切っていくことがお互いにとって

の利益になるという認識のもとに、この危機に当た

って協力・協調していくということが求められてい

るわけであります。まさに戦略的互恵関係を生かし

ていくために、いまの危機はいい機会ではないだろ

うか、また、日本と中国が協力することによって、

こうした状況に対していい結果のことにつながって

いくということを確認できるいい機会になるのでは

ないだろうか、私はこう思うわけであります。 

 そういう意味では、日中韓でよく協力をしながら、

またあるいは日米、そして日米中というマルチラテ
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ラルの会議を持つのもいいだろうと思います。 

 他方、かつて私が申しあげていた日米豪印という、

まだ事務レベルで会議が行われているにすぎないわ

けでありますが、こうした会議体も持っていく必要

はあるのだろうなと思います。 

 こうしたいわばミニラテラルなグループをいくつ

か重層的につくっていくということは、地域の安定

に利するし、また我が国の外交がよりダイナミック

なものになっていくことにつながっている、このよ

うに思います。 

 

ソマリアの海賊対策 

 また、いま、ソマリアの海賊対策で日本に貢献が

求められています。これは日本の貢献というよりも、

日本の船舶、また日本に関係する船舶自体が襲われ

ているわけでありますから直ちに対応しなければい

けないというのは焦眉の急であります。ですから、

当然対応しなければいけないのですけれども、ただ、

そこで自衛艦が行って、日本の船舶だけを助けると

いうことは非現実的なことだろうと思いますね。法

制局的には日本と契約関係にある船だったら助けら

れるといっているのですが、これは机上の空論です。

海賊に襲われている船と自衛艦が出会ったときに、

割って入っていって、「ちょっと待ってくれ」といっ

て、「あなたは日本と契約関係にあるんですか？」と

聞いて、「いや、契約関係ないんです」といったら、

「あ、じゃ、さよなら」ということは、そもそもで

きるわけがない話なのだろうと思います。自衛艦が

そもそも日本とそういう関係のある船のリストを持

っていて、これは助ける、これは助けないと、そう

いうことをやっているということ自体が、世界から

大変な非難を受けるということになるのだろうと思

います。 

 これはそもそも自衛権の発動でもなく、いわゆる

武力行使と違って、警察権、査察権の範囲内であろ

う、私はこう思うのですね。ですから、出ていくと

きには、法制局的にいわば非常に縮こまった議論を

するのではなくて、実際に現場感覚を持って、いわ

ば国際的な常識を持って判断するべきではないかと

思います。 

 この議論とは別に、そもそも日本が、いま、憲法

の解釈上受けている制約の中においては、国際貢献

ももちろんできませんし、日本を効率的に守ること

もできないわけでございますから、いわゆる安保法

制込みで議論し、結論が出ていますから、あの結論

にのっとって解釈を変更するべきであろうと、私は

思うわけであります。その解釈の変更を安倍内閣で

できなかったことは、返す返す残念ではありますが、

国際法的にも、またある意味では国内法的にも、緻

密な議論をすることができた。また国際法的には緻

密な議論が行われた、日本の安全保障にとって必要

なことは何かという議論が十分にできて、その結論

が出た、私はこのように自負はしているところでご

ざいます。 

 

公務員制度改革に断固たる態度を 

 そこで、今後の政局でありますけれども、与党内

的には、先般の税法の附則に消費税をどう書き込ん

でいくかという問題がありましたが、これに決着が

ついた中においては、今後、予算が議論され、成立

をしていくという過程において、党内的にはいわば

大きな論争点はなくなったといえると思います。天

下りの「わたり」の問題についても、麻生総理が「わ

たり」は認めないということをはっきりとおっしゃ

った。本当は政令を変えたほうがもっとすっきり感

はあるのだろうと思いますが、これは法的な整備の

問題もあるということでございます。 

 ｢わたり｣というのは、いったん公職を離れた人の

あっせんを官がするというのは、そもそもおかしな

話ですから、当然「わたり」は全面的にやらないと

いうのが常識ではないか。基本的には例外も認めな

いということでなければ、国民的な理解は得られな

い、このように思います。 

 公務員制度改革において、麻生内閣が後ろ向きに

とらえているのは甚だ残念なことであります。いま

こそ公務員制度改革に断固として取り組んだという

姿勢をみせてもらいたいと、このように思います。

これは単に公務員を痛めつけるということではなく

て、公務員の皆さんがむしろ胸を張って堂々と誇り

を持って職務に精励してもらうためにも、公務員制

度の改革が必要だろうし、若い人たちが公務員にな

りたいと、こういう意欲を持って公務員試験に多く

の人たちが挑戦してくれることにつながってくるの

ではないだろうかと、こう思うところでございます。 

 そこで、基本的には、その後予算が成立をした段

階で、あとは麻生総理がここだという、これはもう

その時々の世論調査によるということではなくて、

麻生総理の、いままで長い政治家としての経歴があ

りますから、その中で培った、いわば勝負勘を生か

していただいて、ひとりで判断して、解散というこ

とになるのだろうと思います。麻生総理のもとで選

挙をやるということは、もうこれははっきりしてい
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るといってもいいと思います。ですから、その中で

私たちはいかにこの選挙を勝ち抜くことができるか

どうかを考えるべきではないのだろうかと、このよ

うに思います。そして、当然、選挙になれば我々の

主張する政策を高々と掲げていくことが求められて

いる、このように思います。 

 

 

質 疑 応 答 

 

質問 まず、総理としてのやめ方の問題についてお

聞きしたい。その前に参議院選挙の敗北直後の段階

でやめられずに、ああいう形でやめられたことにつ

いてお聞きしておきたい。 

 

安倍 参議院選挙で大敗したのに、なぜやめなかっ

たのかということでありますが、私は、総理に就任

したときから、政権選択の選挙は衆議院の選挙であ

る、参議院の選挙というのはあくまでも政権の中間

評価的な選挙である、という位置づけをしておりま

した。 

 衆議院の選挙は大体２年半ぐらいの間隔でありま

すね。いま、ちょっと延びて３年ぐらいでしょうか。

そして参議院の選挙が３年ごとにあるわけでありま

して、その回ごとにいわば政権をかけた選挙になっ

ていたのでは、長期的な政策を腰を落ちつけて遂行

していくことはできませんし、また外交力を損ねる

ことにもなっていくわけですから、基本的には、ど

んな状況になろうとも、私は参議院選挙の結果を受

けてやめることはしないと決めていました。 

 しかし、極めて厳しい結果ですから、私としては、

それはある意味ではなかなか苦しい選択ではありま

すけれども、これは続けようと。橋本政権は参議院

での敗北の責任をとったし、かつて宇野政権もそう

でしたね。しかし、もうそういう事例を残さないと

いう考え方において、参議院で大敗した後もやめな

かったということであります。 

 その後の辞任についてでありますけれども、基本

的には、実態としては、健康状態が総理の職責を全

うできないという状況に立ち至ったわけでありまし

て、外遊の際にかかりましたウイルス性の腸炎から、

さらには、もともと持病でありました潰瘍性の大腸

炎、この病気につきましては、官房長官とか幹事長

という、極めて激務をこなすことができましたので、

ほぼ私は克服することができたのかなと思ったわけ

であります。残念ながらこの病気も併発をするとい

う状況の中において、代理を置くことができれば、

３週間ぐらい代理を置いて、入院して治して戻って

くるということができたのですけれども、日本の総

理大臣が代理を置く場合には、「総理が欠けたとき」

ということが書いてあるわけでありまして、法制局

に調べてもらいますと、総理が欠けたときというの

は、総理が死んだ場合か、意識がなくなった、人事

不省に陥ったときしか置けないということでござい

ました。これであれば、私は一日も早くやめざるを

得ない。結果として国民の皆様にもご迷惑もかけた

し、自民党にも大きなダメージとなったことは大変

申しわけなかったと思っております。 

 その後、幸い、安倍内閣にいた、渡辺喜美さん(い

まは自民党からも離れてしまったのだけど)の妹さ

んが、実は私と同じ潰瘍性大腸炎という病気を持っ

ていて、かつ彼女は医者なのですね。彼女が使って

いたＧＢＦという薬がありまして、それを使ったら

どうかというふうに勧められまして、それを使った

んですね。幸い、大変うまくこれがよく効いて、ほ

ぼ治ったのではないかなと思います。 

 もっと早くもらっておけばよかったなというふう

に、いま、後悔しているんですけれども、渡辺さん

にはそういう意味ではちょっと大きな借りがそこで

はできているんですよね。 

 

質問 それで、先ほどお話いただいた中で、経済政

策について、塩崎さんの提案していることも傾聴に

値するというふうにおっしゃいましたけれども、塩

崎さんのおっしゃっていることをいろいろおっしゃ

っていて、いま、予算を修正しなさいみたいな話、

あの部分が傾聴に値するというご趣旨なんですか。 

 

安倍 議員修正するということが、いま、実際に国

会で予算を通すうえにおいて、技術的にいいのかど

うか。ただ、危機状態の認識としては傾聴に値する

のではないか。具体的に議員修正するのが、いま、

国会運営上いいのかどうかということは、これもや

はり国会運営に責任を持っている人たちの立場で判

断することになるのだろうと思うんですね。ただ、

それぐらいの認識を持つという、彼の危機状態に対

する対応策ということについては、認識という点に

ついては、傾聴に値するだろうと思います。 

 

質問 政局についてお伺いしたいんですけれども、

予算が、関連法案の附則の問題が決着したことによ

って、総理がおっしゃったように静かになって、あ
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る種のなぎ状態になる中で、町村派だけは至って元

気だ、と。しかも総理のサウジアラビアでの発言が

引き金になっているという部分があります。サウジ

ではどういう発言をされて、その趣旨はどういう気

持ちを込めたのか、この後町村派はどうなっていく

んだろうかということを含めて、お話し願いたい。 

 

安倍 いま、町村派(清和研)は代表が３人いる体制

なんですけれども、まあ、通常の組織であれば、代

表は１人でリーダーシップを発揮していくという体

制であって、組織は大体そういうものなのだろうと

思いますが、我々のグループの場合は｢スリートッ

プ｣状態なんですね。 

 組織論的にある種の不自然さがあるわけであって、

大体みんなそれはそういっているわけなんですね。

そういうことについては、多くの我々のグループの

議員は前々からいっていました。それは町村先生も

中川先生もかつてはいっておられたことであって、

体制としてやはりこれは議論になっていくだろうと

いうことを私は申しあげたわけであります。そして、

その中で、この３人の人たちの考え方が大きく違う

のであれば、見直しをしていくということになるの

ではないかという話をいたしました。 

 

質問 それで、いまだに、きょうの朝刊をみていて

も、なかなかおさまりがつかない感じなんですけれ

ども、どういう方向でこの問題を収拾されていこう

とお考えなのでしょうか。  

 

安倍 きのうの中川さんのお話では、「麻生政権を支

えていこう。この麻生政権を支えていくうえにおい

て、我々のグループがごたごたしていたんでは、足

を引っ張ることになる」という発言でしたね。そう

いうお考えであれば、私は問題がないのかなという

気はしますね。 

 ですから、また何人か発言された議員も、いま、

我々は一体となって支えていかなければいけないと

きに対立をするのはよくない、という発言もありま

した。であるならば、それぞれの方々が自分のおっ

しゃったことに責任を持って行動していくことによ

って、我々のグループとして麻生総理のもとで選挙

をやるのは、これはもう確定しているんですから、

支えていくという体制にはなっていくんだろうなと

思うんですね。他方、組織としてのあり方としては、

議論が続いていくことにはなると思います。 

 

質問 麻生総理のもとで解散することは確定してい

るというお話なんですけれども、まあ、総理の耳に

も、麻生さんに改選してほしくない、何とか別の人

でという声も党内に強いことはよくよくご存じだと

思うんですよね。それで、予算成立後の状況で、内

閣支持率が一段と低下するとか、あるいは景気がも

っと悪くなるという事態も考えられないわけじゃな

い。そこで、麻生さんが何か蛮勇をふるわれると、

かなりの問題になる、党内がもたなくなるような感

じもするんですね。そのあたり、本当に麻生さんで

いいのかというのは、どうなんでしょうね。 

 

安倍 先ほどのご質問にもありましたが、私の辞任

において突然の辞任という形になって、国民の皆様

や、また党にも大変なご迷惑をかけたし、ダメージ

を与えてしまったという中において、その流れの中

で麻生さんも総理に就任したわけなんです。そもそ

も困難な状況の中で総理に就任した麻生さんを、私

の責任においても、自分の責任を果たすうえにおい

ても、全力で支えていこう、こう思っているんです

けれども、他方、選挙を控えて、内閣の支持率等が

下がっている状況の中では、当然多くの議員は不安

な思いなんだろうと思います。 

 しかし、そこで果たして、いま、我々党首を変え

ることによって、それを大きく変えることはできる

のかどうかというと、どうなんだろうと思うんです

ね。私たちはあくまでも政策で勝負をしようという

気概を持って、来るべき総選挙に当たらなければな

らないと思います。 

 

質問 それで、解散時期がどんどん遅れていますよ

ね。その中で、もうそろそろすっきりしたほうがい

いんじゃないか、と。勝ち負けつけて、新しいステ

ージに早く移ったほうがいいんじゃないかなとも思

ったりするんですよね。そういう中での政界再編と

いうことがいろいろいわれている。とりわけ自民党

の中でそういうことをおっしゃる方が多いんですけ

れども、その政界再編についてはどのようにお考え

になりますか。 

 

安倍 やはり、いま、私たちが戒めなければいけな

いのは、敗北主義に陥ることですね。世論調査は確

かに厳しいです。しかし負けることを前提に物事を

考えてはならないと私は思いますね。あくまでも私

たちはこの選挙に勝つんだ。堂々と政策を掲げて勝

つ。政権を担えるのは私たちしかいないという思い
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を持って選挙に臨まなくてはならない。 

 しかし、それは常にそうなんですが、選挙の結果

を受けて、特に衆議院の選挙というのは政権選択の

選挙ですね。その後の構成状況においては、いろん

な対応が考えられるのは当然だろうと思いますね。 

 

質問 ｢かんぽの宿」のことを鳩山総務大臣が大きな

問題にされて、日本郵政のほうが一歩引いた形にな

っています。しかし何かやっぱり自民党が古めかし

くて、論理的な対処をしていないんじゃないかとい

う気もするんですよ。その点についてどうお考えに

なりますか。 

  

安倍 この判断は、鳩山大臣の専権事項ですから、

いろんなことを勘案のうえ、ご判断されたんだろう

と思います。しかし他方、このことが改革を妨げる

ことにつながってはならないし、鳩山さんの判断が

改革を否定しているものだという誤解を与えてはな

らない。いわば非常に個別的な事例における判断だ

ったということで、よく説明がつかなければならな

いと私は思いますね。民営化され、自立しようとし

て進んでいる、一生懸命頑張っている西川さんたち

の、いわば士気が低下することのないようにしなけ

ればならないと、私は思います。 

 

質問 今度の世界の経済不況というのは相当深刻で、

長期間続くと思うんですが、例えば、日産のカルロ

ス・ゴーン社長などは、世界の新車の販売が、800

万台減になっているわけですけど、０７年の水準に

回復するのに７年はかかるんじゃないかということ

を言っています。世界、日本も含めてですけど、い

つごろめどがつくとお考えなのか？ 

 と同時に、アメリカというのは、いままでのよう

にキャッシュのカードで使っていた消費の時代から、

倹約をすることへと生活意識改革が進むことも考え

られる。そうなってアメリカの消費が回復してこな

いとなると、日本も自動車メーカーを中心にして、

アメリカ市場だけじゃなくて、中国やインドのよう

な新興国へシフトしていくということも必要になっ

てくるんじゃないかと思います。安倍さんは世界の

経済についてどのような見通しをお持ちで、今後の

日本のあり方というのをどういうふうにお考えなの

でしょうか？ 

 

安倍 いわゆる金融不安を解消するうえにおいて、

どれぐらい時間がかかるかというと、大体３年だと

いうのがおおむねいろんな人の予測だろうし、いま

までの事実、過去の例をみても、大体３年だろうと。

そうすると、いま、我々が陥っている金融不安がス

タートしたのが１年ちょっと前でありますから、あ

と１年ちょっとはかかる。金融不安を解消した後に、

実体経済、例えば不動産とか株価が戻ってくるのは、

それよりも時間がかかるわけでありますけれども、

できる限りこの期間が短くなるべく、世界が協調し

ていくことが求められているのだろうと思います。 

 日本の金融危機のときには、企業が大きな不良債

権をつくったわけでありますが、今回の場合は、ア

メリカの家計がそれぞれ傷んでしまったという、深

刻さにおいてはこちらのほうが深刻度は高いのだろ

うと思います。ですから時間がかかるかもしれない。 

 日本の輸出産業も、そういう意味では米国のみな

らず、他の地域も視野に入れる。ただ、ほかの地域

もおおむねみんな悪いという問題がありますから、

まずは日本においては個人の金融資産というのは１

５００兆円あるんですかね。ですから、日本はアメ

リカとそこは違うわけであって、何とか日本の消費

者の消費を起こしていかなければいけない。内需を

何とか刺激し、喚起していくことが大切ではないか

な。それが日本が不況から立ち上がっていく近道だ

ろうと思います。それと、やはり今回はグローバル

に起きている不況ですし、グローバルに対応してい

くことが求められているんだろうなと思いますね。 

 ただやはり、米国が立ち上がらないと、例えば日

本の中国への輸出も、中国に半製品を輸出して、中

国から米国に輸出しているものは多いですから、そ

れもぐんと落ちますので、中国が米国の代替をすべ

てできるわけではないわけであります。ただ、もっ

と幅広く、私が訪問したサウジ等のＧＣＣは、油価

は低迷していますし、ドバイは急速に建設がとまっ

てはいるんですけれども、しかし、もともと彼らは

豊富な資源を持っていて、立ち直りも早いんだろう

と期待をされています。こういう地域への輸出にも

力を入れていくべきなんだろうなと思います。 

 当然、中国、インドという新興国への、輸出をす

るうえにおいて、彼らの基盤整備を進めることによ

って、彼らの消費力をもっと上げなければいけませ

んから、そういう協力もやはりしていく必要がある

だろうなと思います。 

 

質問 総理は、冒頭発言の中で、一気に小泉改革時

代に戻そうという動きは阻止しなければならないと

おっしゃっていましたが、小泉改革の本丸は郵政民
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営化だということが盛んに言われました。そこで「か

んぽの宿」の問題についての鳩山総務大臣の言動で

すが、これについて、例えば亀井静香さん（小泉改

革に正反対の立場）が鳩山大臣を全面的に支持して

いる、と。ということは、鳩山さんの言動というの

は、総理がおっしゃる、一気に小泉改革時代に戻そ

うという阻止すべき動きに当たるのですか。 

 

安倍 鳩山さんにとっては、亀井さんの全面的な支

援・支持はありがた迷惑なんだろうと私は思うんで

すね。つまりいまおっしゃったような誤解を与えや

すいわけです。ですから、これはあくまでも個別事

例であって、つまり一括の売却より個々に売却した

ほうが結果として利益が上がるのではないかという

観点だということをよく説明すべきだろうし、実際

はしかし、結果としてそうなるような努力は、私は

かなり要るんだろうと思いますが、そういう努力も

していただかなければならないなと思いますね。 

 

質問 新報道２００１(フジテレビ)による最新の電

話世論調査、首都圏５００人なんですが、麻生内閣

の支持率は１４．４％という大変厳しい数字が出ま

したが、そもそも麻生総理誕生においては、安倍さ

んは非常に熱心に支援されていたと思うんです。そ

の国民的人気ということを頼りにした麻生総理が、

わずか４カ月でこんなにも支持率が下がる原因は一

体何なのか？これは麻生総理の総理としての資質の

問題なのか、それともそういった危機に対峙してい

ても、結束し切れない自民党の構造的問題なのか？

原因はどこにあるとお考えでしょうか。 

 

安倍 まあ、大きく私は２つだと思いますね。１つ

は、給付金の問題について方向が二転三転してしま

ったということですね。そのことによって、いわば

迷走しているという印象を強く与えてしまったとい

うこと。もう一点は、やはりこの厳しい経済状況で

すね。あっという間に雇用に影響が及んできてしま

った。これは世界経済がそうですから、いかんとも

しがたい。また正しい政策は打っていると思います

よ。しかし、実際に厳しくなる中で、どうしても政

権に対して批判が向いていくということではないだ

ろうかと思います。 

 自民党の中での問題については、これはいつも自

民党というのは政権が少し力を失うとガタガタする

わけでありますが、いままでもあったことが、いま、

起こっているんだろうな、特に選挙を前にしていま

すから、そうなんだろうなと思います。 

 ですから、今後はいろんな議論を経て、最終的に

決めたことは断固として実行していくことが大切な

のと、やはりよくわかりやすく説明をしていくとい

うことが求められているんだろうなと思います。 

 

質問 これからは「改革」の時代から「改善」の時

代へ移行すべきではないか。民営化することによっ

て、危機管理の対応スピードが遅れるという問題が

あります。金融不安で問題になったときに、日本政

策投資銀行の民営化が「ねじれ現象」をもたらした

という問題があります。これでいいのか、というこ

とです。もう一つ、これはお役所ですが、財務省・

金融庁・日銀という「三極構造」は危機管理のスピ

ードを遅らせるという問題がある。さらには時価会

計問題で、四半期決算という短期的な利益ばかりを

追っている。それでいいのか、と。また、タクシー

のように、自由化をやると北海道、東北では１時間

当たりの収入が８００円で、学生アルバイトの料金

より低い。これでいいのか、と。こういう問題があ

るので、改革の時代から改善の時代へ踏み切るべき

なのではないかと思うのですが。 

 

安倍 危機管理状況と平時とをある程度分けて考え

る必要があると思いますが、いまは危機管理状況で

あろうと思います。小泉改革の主たる理念は、｢官か

ら民へ｣ということでありました。そこで、公的金融

機関も政策金融もなるべく民にということだったん

ですね。しかし最後に残っているのが政策金融公庫

ということで、この危機の状況でそこに活躍させな

ければいけないと思います。 

 他方、いま、例として挙げた政策投資銀行等々の

民営化されたところは、こういう危機のときにそう

いう金融機関に協力をしてもらうような仕組みはち

ゃんとつくっておくべきだろうなと思いますね。 

 また、いま財金分離ということで金融庁をつくっ

たわけでありますが、今回は当初からこういう危機

的な状況になるということを念頭に置いて、中川大

臣が両方兼ねていますね。これは私は先見の明があ

ったと思いますよ。これを別々の大臣にしていたら、

政策を決定する際に、官房長官が会議を主宰しなけ

ればいけませんでしたね。官房長官と金融担当大臣

と財務大臣３人で会議をしてそこで決める。いまは

中川大臣だけを呼べばいいということであります。 

しかし平時においてはやはり、さんざん議論が出

た金融策でありますから、財金分離が望ましいとい
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う結論に至ったのだろうと思います。いまはこうい

う危機ですから、財政と金融が一体的に一つの政策

目標を達成する。もう一つは、日銀の存在なんです

が、日銀とも政策目標においては政府と共有する。

ここは大切であって、まあ、独立はしているんです

けれども、そこで全く別なことをやるというわけで

はない。例えば、デフレ脱却という目標を掲げます。

その目標においては、政府・日銀が一体となって共

有する。しかし手段においては日銀が独自の手段を

とるということではないかな、と。ここのところを

もう少しよく認識を一つにしていくべきではないか

な、このように思います。 

 「改革と改善」という話がございました。もちろ

ん私は「改善」がベストだと思いますが、しかしな

かなか難しいのは、物事を改革しようというときに、

最初から改革に伴う負債なんかもいろいろ勘案しな

がら、もちろん改革はしていかなければいけません

けれども、これはなかなか政治的に慎重な姿勢でい

くと、そもそもできないんですね。後でオーバーラ

ンすることも覚悟でいかないと、実態としてはいか

ないというところもあります。ですから、最初の突

破口的には、多少乱暴であっても、小泉さん的な、

一気にこぶしで壁を打ち破るということは大切なん

だろうと思います。 

 ですからまあ、安倍内閣のときには、それを少し

見直していこうという姿勢で対応しました。改革を

進めながらも、地方との格差の改善、あるいはまた、

頑張ってもある程度の生活水準以上に行けない、人

生の目標を達成できないという人たちにもチャンス

を与える再チャレンジ政策というのを、かなり中心

的な政策として前に出しました。実際にニート、フ

リーター30 万人を雇用するという計画を立てて、そ

れは達成できたんですけれども、それをもっと大々

的に進めることができなかった。ただ、あのときに

それを始めておいてよかったなと私は思います。で

すから、あのときに非正規から正規に移っていくと

いう、いろんな仕組みを各企業につくってもらって

いましたから、それをいま使っていただければな、

このように思います。 

 

質問 総理は、大変顔色もよく、話し方も元気なと

きがほうふつされるわけでございます。いろいろな

選択肢の中に、ご自身が登場するというようなこと

もあり得るのでしょうか。総理の再登板というのは、

島根県の若槻礼次郎しかないわけですけれども、そ

うはいっても、いま、だれに聞いても人材難だとい

うふうにいわれるわけですから、ご健康さえよくな

れば、その資格はあるんじゃないかもという人もい

るわけです。その辺についてお考えはどうでしょう

か。それとも、これから若隠居してずうっとこのま

まずるずると行かれるんでしょうか。 

 

安倍 先ほど申しあげましたように、辞任に際して、

またその前の選挙の結果に対して、私には大変大き

な責任がありますから、この責任について常にそれ

を背負いながら、自覚をしながら政治活動を進めて

いかなければいけないと思っています。幸い体調は

回復をいたしましたので、一議員として全力で麻生

政権を支えていきたい、と。いま、私自身の野心を

持つことは、むしろ自粛しなければならないと、思

考の外に押し出さなければいけないと思っています

し、また、いま、そういうことが求められているわ

けではないというふうに私は思います。 

 ですから、困難なときでありますから、麻生政権

を全力で支えていきたい。まずは、私自身にとって

は、次の衆議院選挙が、これはそれぞれ我が党にと

ってはみんな困難な選挙ですから、まず国民の信を

得ることが一番の、これは私にとってはハードルだ

ろうなと思います。 

 いずれにせよ、私はあくまでも若隠居ということ

ではありませんけれども、政権を支えていきたいし、

自民党がこの困難を乗り切るうえにおいて、まあま

あ棒振りというのをしっかりとやっていきたいと思

っています。 

 

質問 二世議員の問題についておたずねします。安

倍さんもたしか二世議員ですね。小泉さんも二世議

員といえば二世議員。それから、福田さんもそうで

すし、小沢さんもそういえばそうかもしれない。そ

ういう人たちが政治の世界でかなり蔓延をしている

というか、たくさん輩出されてきております。 

 こういった危機状況になってきた場合に、例えば、

アメリカの今度なられたオバマさんなんかというの

は、ちゃんと若いときにボランティア活動なり何な

りをして、そういう実態を知りながら政治の世界に

入ってきているというふうに聞いております。 

 しますと、やっぱり日本の政治に魅力がなくなっ

ているというのは、苦労して政界に入ってきた人が

少なくなってきているから、こういった危機状況の

中では非常に停滞をしているというか、説得力がな

くなっているというふうに私は感じるんですね。 

 したがって、議員になるためには、やっぱりボラ
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ンティア活動を５～６年は必ずやってくるとか、二

世議員はある程度控えるとかいうようなことを考え

てもいいのではないか。 

 

安倍 民主主義というのは、制度として公平な制度

であって、だれにでもチャンスがある制度のことだ

ろうと思うのです。日本の制度というのは、私は極

めて民主的な制度なんだろうなと思いますね。で、

二世議員という意味においては、私も二世議員であ

るし、私自身も安倍晋太郎という名前と存在と後援

会というのが残っておりましたから、そういう意味

においては極めて有利な立場で選挙に出たと思いま

すね。そして、そのことは決して忘れてはならない

し、常に自戒しなければならないのだろうと思いま

す。一方、選挙で堂々と選ばれたのも事実でありま

すから、その中で実績を積むことによって支持を厚

くしてきたという自負が私もあります。 

 そしてまた、二世議員であるから社会経験がない

とかいうことではなくて、それぞれ個々によって随

分違うと思いますね。一口に二世議員とか、そうで

ないとかいうのは、いわば出自によって差別すると

いうことにもつながって、あまりこれは生産的な考

え方ではない。やはり個々の人がどういう政策を持

っているのか、どういう理念を持っているのか、何

をやりたいかということで議論するべきではないか

なと思いますね。 

 ボランティア活動については、二世議員であって

もボランティア活動に従事していた人はいるでしょ

うし、そうでなくてもしなかった人もいるでしょう

し、それは個々で判断するべきであって、ひとくく

りでそうやって分けていく議論というのはどうなの

かな、と思いますね。 

 そういう議論をしていますと、また別の角度であ

るグループをひとくくりにしていって、これはだめ

だということにつながっていくのではないか。ただ、

もちろん選挙というのはそう簡単に、おやじが政治

家だったら当選できるというほど甘くはないし、事

実、多くの二世議員といわれる人たちも当選５回生

き残る人は、実は極めて少ないんです。ただ、そう

であったとしても、かなり有利であるのは事実だと

私は思います。選挙活動をしていて、いろんな人の

ところを訪れていっても、「あなただれですか」とい

ったときに、「安倍晋太郎の息子です」といえば通用

するわけですから、それは確かにそうだろうな、そ

うでない人たちからみれば、相当げたを履いている

なという印象を持たれるのは事実なんだろうと思い

ます。 

 ですから、それについては、例えば、父親と同じ

選挙区から出馬を禁ずる、と。これは憲法上禁ずる

ことはできません、法律上禁ずることは憲法との関

係でできませんけども、党としては議論することも

できる。それはそれぞれの価値観の問題なんだろう

なと思いますね。 

 

質問 総理のご在任中には、憲法改正を主張なさっ

ていたのですが、憲法とその解釈について、いまの

心の気持ちはどう考えていらっしゃるんですか。 

 

安倍 憲法の改正については、私が初めて当選した

ときからのメーンテーマでありました。憲法を改正

しなければいけないという理由は、３つあります。 

 一つは、時代にそぐわなくなっているという条項

がいくつかある。憲法９条もそうですね。もう一点

は、例えば憲法９条だけではなくて、地方自治に対

しての言及がいまの憲法では少ないわけであります。

そしてまたもう一点は、そもそもこの憲法ができ上

がった過程に大きな問題があった。いまの憲法がよ

ければ、その作成過程がどうあってもいいではない

かという人もいるんですが、やはり基本法ですから、

作成過程に私はこだわらざるを得ないと思っていま

す。三つ目は、やはり自分たち自身で自分たちの憲

法、２１世紀にふさわしい憲法を書いていくんだと

いう精神が、新しい時代を切り開いていくことにつ

ながっていくと思います。 

 そして解釈については、いまの解釈で、この新し

い時代、冷戦構造が崩壊して、アメリカの庇護下に

あれば何でも大丈夫だという状況ではなくなってい

る中において、国民を守り、そして求められている

国際貢献にこたえるためには、やはりもう一度解釈

を見直しをしなければならないと思いますし、その

結果がすでに出ていますね。安全保障の法的基盤の

整備に関する懇談会というのをつくって、そこから

出た答申がありますから、あれに沿って解釈を変え

ていくべきではないかなと思います。 

 いずれにせよ、これを含めて「戦後レジームから

の脱却」ということを申しあげたのですが、まだま

だ、｢未だならず｣ですから、私も議員としてこうし

た課題に取り組んでいきたいと思っています。 

 

質問 核兵器についてお尋ねいたします。国際情勢

が流動化する中で、キッシンジャーも核廃絶をいっ

ているそうでありますが、たしか安倍さんは、日本
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核武装の可能性について「議論を排除すべきではな

い」というご議論だったと思います。その辺の問題

は現時点でどう整理していらっしゃるか、お尋ねし

たいと思います。 

 

安倍 キッシンジャー氏から核の廃絶について議論

が出ていることは、私は非常にいいことだと思いま

すね。つまり、リアルポリティクスを議論してきた、

いわば現実派であり、バランス・オブ・パワーの信

奉者であるキッシンジャーから出てきている。理想

主義、パシフィズムに偏した核廃絶ではなくて、現

実的アプローチとして出てきているのだろうと思い

ます。ですから、私は当然それはいい傾向だと思い

ますね。 

 そこで、他方、間違った理解をしてはならないの

は、キッシンジャーが進めていこうというこの核廃

絶というのは、先ほど申しあげましたように、パシ

フィズム、理想主義に偏したものではなくて、実際

に世界を安全な世界にしていくために、核をどう廃

絶していくかというロードマップを示すものであっ

て、当然、これはいわば核抑止を果たしてきた地域

の安定、平和維持機能を失わずに、通常兵器に代替

させながら進めていくということだろうと思います

ね。キッシンジャーがそれをいっているのは、現実

として核兵器というものが使えない兵器になってい

る中において、通常兵器で相当代替できるわけです

ね。核抑止に代替するものができている。ですから

その中で進めていく。 

 日本にとっては、アメリカのいわば核の抑止力に

よって、北東アジア地域はまだ冷戦構造が残ってい

ますから、例えば北朝鮮の核に対する抑止力を日本

の安全につないできたわけであって、キッシンジャ

ーはそれを捨てようとしているのではなくて、それ

は確保しながら、いかに核廃絶に向かって一歩一歩

進んでいくかという、いわば現実的アプローチです

から、それは当然そうなのではないだろうか。 

 つまり、私が核武装の議論を排除すべきではない

といったのは、そういう議論も含めて、そもそもそ

ういう議論をしていなければ、そういう議論にも、

つまりキッシンジャーというのは、いまの議論をす

るに当たっての、いわば核の抑止という戦略につい

て厚い議論の積み重ねのうえに議論があるわけです

から、それをやはり私は忘れてはならないなと思い

ますね。 

 かつてはキッシンジャーには、ＮＡＴＯとの核シ

ェアリングというのがありましたよね。核は持たな

いけれども、攻められたときにはアメリカの核を使

うことができるということで、ＮＡＴＯは使ってい

た。つまりキッシンジャー自身がそのような考えで

いたわけで、これは私は傾聴に値すると思います。 

日本は毎回国連において核廃絶の決議をしていま

すから、今後、米国は協力してくれるだろう。しか

し日本の安全は、いまは核廃絶の提案をしながら、

他方アメリカの核抑止は必要としているという、矛

盾する状況にはあるわけでありますけれども、そう

いう大きな矛盾を解消するうえにおいても、一つの

方向ではあろうと思います。 

 しかし他方、常に忘れてはならないのは、いまの

現状は、北東アジアには冷戦が残っていて、日本は

核の脅威にさらされる可能性があるという状況にあ

るということです。核の平和利用については、これ

は進めていかなければいけないということは、常に

留意しながら議論をする必要があるんだろうと私は

思います。 
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